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石川県情報公開審査会の答申概要（答申第９９号） 
 
１ 異議申立ての対象となった請求対象文書（諮問案件第１５８号及び第１５９号） 

ア 石川県職員採用候補者試験（職務経験者）の第１次試験における平成７年度から平成２１年度までの教 
養試験の択一問題及び解答（以下「本件請求文書１」という。） 

イ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度）の第１次試験における昭和３４年度から平成２１年度までの

教養試験の択一問題及び解答（以下「本件請求文書２」という。） 
ウ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度）の第１次試験における昭和３４年度から平成２１年度までの

専門試験の択一問題及び解答（以下「本件請求文書３」という。） 
エ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度）の第１次試験における昭和３４年度から平成２１年度までの

論文試験の文題（以下「本件請求文書４」という。） 
  オ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度（特別募集））の第１次試験における平成１９年度から平成２１ 

年度までの教養試験の択一問題及び解答（以下「本件請求文書５」という。） 
  カ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度（特別募集））の第１次試験における平成１９年度から平成２１ 

年度までの専門試験の択一問題及び解答（以下「本件請求文書６」という。） 
 
２ 実施機関の決定 
（１）諮問案件第１５９号に係る処分（以下「本件処分１」という。） 

  ア 対象の請求文書 

本件請求文書１ないし本件請求文書３のうち平成１８年度から平成２１年度までの分並びに本件請求文 
   書５及び本件請求文書６ 

  イ 決定内容  非公開 
  ウ 決定理由  条例第７条第７号（任意提供情報）及び第６号（事務事業情報）に該当する。 
（２）諮問案件第１５８号に係る処分（以下「本件処分２」という。） 

  ア 対象の請求文書 

    本件請求文書１のうち平成７年度から平成１７年度までの分及び本件請求文書２ないし本件請求文書４

のうち昭和３４年度から平成１７年度までの分 

  イ 決定内容  不存在 
  ウ 決定理由  保存期間経過 
（３）本件請求文書４のうち平成１８年度から平成２１年度までの分については、別に公開決定が行われた。 
 

３ 担当課（所）  人事委員会事務局総務課 

 

４ 異議申立て等の経緯 

（１） H21.12.14  公開請求                     （４） H22. 6.15  諮問 

（２） H21.12.22  非公開決定若しくは不存在決定  （５） H23. 4. 8  答申 

（３） H22. 2.26 異議申立て 

 

５ 諮問に係る審査会の判断結果 

（１）本件処分１に係る非公開決定について 

   非公開とした決定は妥当である。 

該当条項 審 査 会 の 判 断 要 旨 

条例第７条 

第７号 

実施機関は、本件処分１の対象となる公文書について、財団法人日本人事試験研究セン 
ター（以下「センター」という。）から公開しないことを条件に提供を受けたもので、試

験実施後においても公表しないものとされていると説明している。 
当審査会において、このことを確認するため、実施機関に対し、関連する書面等の提示

を求めたところ、センターから実施機関に送付された文書の写しが示され、これを見分し

たところ、「提供を受けた試験問題等は、試験の実施までその秘密保持に万全の注意を払

うとともに、試験の実施後も公表しないものとする」と記載されていた。 
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該当条項 審 査 会 の 判 断 要 旨 

このようなことから、当該公文書は、公開しないことを前提に提供を受けた情報と考え

られる。 

第６号 実施機関は、公開しないことを条件にセンターから提供を受けた試験問題等を公にする

と、信頼関係を損ね、試験問題等の提供を受けられなくなることが予測され、独自に作成

しなければならなくなり、今後の職員採用候補者試験に関する事務に重大な支障を及ぼす

おそれがあると主張している。 

また、実施機関は、職員採用候補者試験の試験問題等については、全国４５道府県にお

いてセンターから試験問題等の提供を受けているが、いずれにおいてもこれを公表してお

らず、公表することにより、他の地方公共団体における職員採用候補者試験の適正な遂行

に大きな支障を及ぼすおそれがあると述べている。 
このような職員採用候補者試験問題等の取扱いの現状から考えて、実施機関の主張は、

特段不合理ではない。 

 

（２）本件処分２に係る不存在決定について 

不存在とした決定は、妥当である。 

該当条項 審 査 会 の 判 断 要 旨 

条例第１１条 

第２項 

（不存在） 

 

 

 

 

 

 

実施機関は、本件処分の対象となる公文書について、いずれも人事委員会事務局文書取 

扱規程（以下「文書取扱規程」という。）による保存期間が経過したため保有していない

と主張している。 
当審査会において、当該公文書の保存期間を確認するため、文書取扱規程に基づく保存

期間に関する文書を見分したところ、試験問題の保存期間は、平成１５年度以前は１年、

平成１６年度以降は３年となっていた。 
 したがって、本件公開請求が行われた時点において、当該公文書の保存期間が経過して 
いることは明らかであり、実施機関が保存期間を経過した当該公文書を廃棄し、保有して

いないと述べていることは、特段不合理とはいえない。 
また、異議申立人は、文書の保存期間が経過していても、担当者の引継ぎ文書等に添付 

され残っているかどうか確認すべきであると主張しているが、実施機関は、試験問題等は 
厳重に保管すべきもので、担当者の引継資料に添付する性質のものではなく、論文試験の

文題の決定にあたっては、過去の出題にとらわれず、その年度に最適な文題を作成してい

るので、担当者において過去の文題を保管する必要性はないと主張しており、このような

実施機関の主張については特段不自然、不合理とはいえない。 
 

５ 審議経緯  審査回数 ６回 
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第１ 審査会の結論 

   石川県人事委員会（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立ての対象となった公文

書につき、非公開若しくは不存在とした決定は妥当である。 
 

第２ 異議申立てに至る経緯 
１ 公開請求の内容 

異議申立人は、石川県情報公開条例（平成１２年石川県条例第４６号。以下「条例」と 
いう。）第６条第１項の規定により、実施機関に対して、平成２１年１２月１４日に、次の

公文書の公開請求（以下「本件公開請求」という。）を行った。 
（１）石川県職員採用候補者試験（職務経験者）の平成７年度から平成２１年度までの第１

次試験における教養試験の択一問題及び解答（以下「本件請求文書１」という。） 
（２）石川県職員採用候補者試験（大学卒程度）の昭和３４年度から平成２１年度までの第

１次試験における教養試験の択一問題及び解答（以下「本件請求文書２」という。） 
（３）石川県職員採用候補者試験（大学卒程度）の昭和３４年度から平成２１年度までの第

１次試験における専門試験の択一問題及び解答（以下「本件請求文書３」という。） 
（４）石川県職員採用候補者試験（大学卒程度）の昭和３４年度から平成２１年度までの第

１次試験における論文試験の文題（以下「本件請求文書４」という。） 
 （５）石川県職員採用候補者試験（大学卒程度（特別募集））の平成１９年度から平成２１年

度までの第１次試験における教養試験の択一問題及び解答（以下「本件請求文書５」と

いう。） 
 （６）石川県職員採用候補者試験（大学卒程度（特別募集））の平成１９年度から平成２１年

度までの第１次試験における専門試験の択一問題及び解答（以下「本件請求文書６」と

いう。） 
 
２ 実施機関の決定 

実施機関は、本件公開請求について、平成２１年１２月２２日に、次のとおり、人委第 
６５５号の２で非公開決定（以下「本件処分１」という。）を行い、人委第６５５号の３で

不存在決定（以下「本件処分２」という。）を行って、その理由を付して異議申立人に通知

した。 
 （１）本件処分１について 
    ア 対象の請求文書 

本件請求文書１ないし本件請求文書３のうち平成１８年度から平成２１年度までの 

分並びに本件請求文書５及び本件請求文書６ 

   イ 公開しない理由 

     条例第７条第７号（任意提供情報）に該当 
法人が、実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供した情報であ

って、法人における通例として公にしないこととされているもの。 
     さらに、実施機関は、理由説明書において、条例第７条第６号（事務事業情報）に

も該当するとして、非公開理由を追加した。 

 （２）本件処分２について 

ア 対象の請求文書 
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 本件請求文書１のうち平成７年度から平成１７年度までの分及び本件請求文書２な

いし本件請求文書４のうち昭和３４年度から平成１７年度までの分 
イ 保有していない理由 

(ｱ) 本件請求文書１のうち平成７年度から平成１７年度までの分 
保存年限経過（ただし、平成９年度は未実施のため除く。） 

(ｲ) 本件請求文書２ないし本件請求文書４のうち昭和３４年度から平成１７年度ま

での分 
保存年限経過（ただし、昭和５１年度は未実施のため除く。） 

 
   なお、実施機関は、別に、本件請求文書４のうち平成１８年度から平成２１年度までの

分について公開決定を行った。 
 
３ 異議申立て 

   異議申立人は、平成２２年２月２６日に、本件処分１及び本件処分２を不服として、行 
政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により、実施機関に対して異議 
申立てを行った。 

 
４ 諮問 

   実施機関は、次のとおり、条例第１９条第１項の規定により、石川県情報公開審査会（以 
下「当審査会」という。）に対して、本件処分１及び本件処分２の取消しに係る異議申立て 
につき、諮問を行った。 

 （１）本件処分１について 
    平成２２年６月１５日付け諮問人委第１７７号（諮問案件第１５９号） 
 （２）本件処分２について 
    平成２２年６月１５日付け諮問人委第１７６号（諮問案件第１５８号） 
 
 ５ 諮問の併合 

 諮問案件第１５８号及び諮問案件第１５９号は、いずれも本件公開請求に対する処分に 
対して提起されたものであるから、当審査会は、一括して審議し、答申することとした。 

 
第３ 異議申立人の主張要旨 
 １ 異議申立ての趣旨 
   異議申立ての趣旨は、本件処分１及び本件処分２の取消しを求めるというものである。 
 
 ２ 異議申立ての理由 
   異議申立人が、異議申立書及び意見書で主張している要旨は、おおむね次のとおりであ

る。 
（１）本件処分１について 

ア 実施機関は、本件処分１において「法人における通例として公にしないこととされ

ている」と非公開理由を述べているが、県の試験問題について、持ち帰りを認められ

ている国家公務員試験と同様に、その一部が再現され問題集が市販されており、事実
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上公にされている。よって、実施機関の条例の適用には誤りがある。 
イ 実施機関は、理由説明書で「公開しないことを条件に提供を受けた」としているが、

県のホームページに例題として公開されており、試験問題及び解答を全部公開するこ

とも可能であると考えられる。 
    したがって、条例第７条第７号に該当しない。 

ウ また、理由説明書では、これを公にすると、提供を受けた団体に対する責務に反す

ることになり、提供を受けられなくなるものと考えられ、今後の職員採用候補者試験

の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとしているが、県独自に問題を工夫して作成すれ

ば、支障を及ぼすことにはならない。 
    よって、条例第７条第６号にも該当しない。 
（２）本件処分２について 

ア 文書の保存期間が経過していても、担当者の引継ぎ文書等が残っていれば、公開す

ることは可能である。 
イ 実施機関の理由説明書では、異議申立書で指摘した担当者の引継ぎ文書等の存否に

ついて探索したかどうかについて触れておらず、異議申立てに応えていない。 
 

第４ 実施機関の主張要旨 

   実施機関が、理由説明書及び当審査会での意見陳述で主張している要旨は、おおむね次

のとおりである。 
１ 本件処分１について 
（１）本件異議申立てに係る公文書は、財団法人日本人事試験研究センター（以下「センタ

ー」という。）から公開しないことを条件に提供を受けたものであり、試験実施までその

秘密保持に万全の注意を払うとともに、試験の実施後においても公表しないものとされ

ており、このことを前提に試験問題等の提供を受けている。 
また、センターにおいても、提供した試験問題等は公表していない。 

   したがって、試験問題等は条例第７条第７号の公にしないとの条件で任意に提供され

た情報に該当する。 
 （２）提供を受けた試験問題等を公開することについては、センターとの信頼関係を損ね、

試験問題等の提供が受けられなくなると考えられ、その際は、石川県においてすべての

問題を作成しなければならないこととなり、今後の職員採用候補者試験の適正な遂行に

大きな支障を及ぼすおそれがある。 
    さらに、職員採用候補者試験の試験問題等については、全国４５道府県においてセン

ターから試験問題等の提供を受けているが、いずれにおいてもこれを公表しておらず、

公開することにより、他の地方公共団体における職員採用候補者試験の適正な遂行に大

きな支障を及ぼすおそれがある。 
したがって、試験問題等は条例第７条第６号の事務事業情報に該当する。 

 （３）実施機関が石川県のホームページで公開している例題は、センターから公表用例題と

して提供を受けたものである。 
２ 本件処分２について 
（１）本件請求文書１ないし本件請求文書４に係る保存期間については、石川県人事委員会

事務局文書取扱規程（平成５年石川県人事委員会訓令第１号。以下「文書取扱規程」と
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いう。）に基づき、平成１５年度以前は１年、平成１６年度以降は３年と定めている。 
したがって、当該公文書は公開請求のあった時点において保存期間が経過しており、

保存期間を経過した文書については職員立会いのもと溶解しているので、保有していな

い。 
 （２）択一試験の試験問題及び解答並びに論文試験の文題は、保存期間内において正本１部

を施錠できる書庫で厳重に保管し、期間経過後は職員立会いのもと溶解により廃棄して

おり、担当者の引継資料として保管する性質のものではない。 
    また、論文試験の文題の決定にあたっては、過去の出題にとらわれず、その年度に最

適な文題を作成しており、担当者において過去の文題を保管する必要性はない。 
 
第５ 審査会の判断理由 
 １ 条例の基本的な考え方について 
   条例は、地方自治の本旨にのっとり、県政に関する県民の知る権利を尊重し、公文書の 

公開を請求する権利につき定めること等により、もって県の諸活動を県民に説明する責務 
が全うされるようにするとともに、県民の県政に対する理解と信頼を深め、県民参加によ 
る公正で開かれた県政をより一層推進することを目的として制定されたものであり、公開 
の原則に基づき適正に解釈・運用されなければならない。当審査会は、この公開の原則を 
基本として条例を解釈し、以下判断するものである。 

 
 ２ 本件処分の対象となった請求文書の性格等について 
 （１）本件処分１について 

ア 石川県職員採用候補者試験（職務経験者）の第１次試験における平成１８年度から

平成２１年度までの教養試験の択一問題及び解答を記載した文書 
イ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度）の第１次試験における平成１８年度から

平成２１年度までの教養試験の択一問題及び解答を記載した文書 
ウ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度）の第１次試験における平成１８年度から

平成２１年度までの専門試験の択一問題及び解答を記載した文書 
   エ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度（特別募集））の第１次試験における平成１

９年度から平成２１年度までの教養試験の択一問題及び解答を記載した文書 
   オ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度（特別募集））の第１次試験における平成１

９年度から平成２１年度までの専門試験の択一問題及び解答を記載した文書 
（２）本件処分２について 

ア 石川県職員採用候補者試験（職務経験者）の第１次試験における平成７年度から平

成１７年度まで（試験未実施の平成９年度を除く。）の教養試験の択一問題及び解答を

記載した文書 
イ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度）の第１次試験における昭和３４年度から 
平成１７年度まで（試験未実施の昭和５１年度を除く。）の教養試験の択一問題及び 
解答を記載した文書 

ウ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度）の第１次試験における昭和３４年度から

平成１７年度まで（試験未実施の昭和５１年度を除く。）の専門試験の択一問題及び 
解答を記載した文書 
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エ 石川県職員採用候補者試験（大学卒程度）の第１次試験における昭和３４年度から

平成１７年度まで（試験未実施の昭和５１年度を除く。）の論文試験の文題を記載した

文書 
 
３ 本件処分１に係る非公開情報の条例該当性について 

（１）条例第７条第７号該当性について 

    条例第７条第７号は、法人等が、実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任

意に提供した情報であって、法人等における通例として公にしないこととされているも

のなどで、これを公にすることにより、信頼を不当に損なうことになると認められる情

報を非公開情報と規定し、人の生命等を保護するため公にすることが必要であると認め

られる情報を、例外としてただし書に規定している。 

実施機関は、本件処分１に係る公文書は、センターから公開しないことを条件に提供

を受けたもので、試験実施後においても公表しないものとされていると説明している。 
当審査会において、このことを確認するため、実施機関に対し、関連する書面等の提

示を求めたところ、センターから実施機関に送付された「平成２１年度の試験問題の提

供について」と題された文書の写しが示され、これを見分したところ、「Ⅱ提供を受け

た団体の責務」の「２秘密保持」に、「提供を受けた試験問題等は、試験の実施までそ

の秘密保持に万全の注意を払うとともに、試験の実施後においても公表しないものとす

る。」と記載されていた。 

このようなことから、当該公文書は、公開しないことを前提に提供を受けた情報と考

えられるので、条例第７条第７号本文に該当し、また、ただし書に該当する特段の事情

はない。 

 （２）条例第７条第６号該当性について    

 条例第７条第６号は、県の機関等が行う事務又は事業に関する情報であって、公にす

ることにより、当該事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあるもの

を非公開情報と規定している。 

実施機関は、当該公文書を公にすると、センターとの信頼関係を損ね、試験問題等の

提供を受けられなくなることが予測され、独自に作成しなければならなくなり、今後の

職員採用候補者試験に関する事務に重大な支障を及ぼすおそれがあると主張している。 

また、実施機関は、職員採用候補者試験の試験問題等については、全国４５道府県に

おいてセンターから試験問題等の提供を受けているが、いずれにおいてもこれを公表し

ておらず、公表することにより、他の地方公共団体における職員採用候補者試験の適正

な遂行に大きな支障を及ぼすおそれがあると述べている。 
このような職員採用候補者試験問題等の取扱いの現状から考えて、実施機関の主張は、

特段不合理ではなく、当該公文書は条例第７条第６号に該当する。 

 

４ 本件処分２に係る請求文書に対応する公文書の不存在について 

   実施機関は、本件処分２に係る請求文書に対応する公文書について、いずれも文書取扱 

規程による保存期間が経過したため保有していないと主張している。 
 当審査会において、当該公文書の保存期間を確認するため、文書取扱規程に基づく保存 
期間に関する文書を見分したところ、試験問題の保存期間は、平成１５年度以前は１年、 
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平成１６年度以降は３年となっていた。 
 したがって、本件公開請求が行われた時点において、当該公文書の保存期間が経過して 
いることは明らかであり、実施機関が保存期間を経過した当該公文書を廃棄し、保有して 
いないと述べていることは、特段不合理とはいえない。 
 また、異議申立人は、文書の保存期間が経過していても、担当者の引継ぎ文書等に添付 
され残っているかどうか確認すべきであると主張しているが、実施機関は、試験問題等は 
厳重に保管すべきもので、担当者の引継資料に添付する性質のものではなく、論文試験の 
文題の決定あたっては、過去の出題にとらわれず、その年度に最適な文題を作成している 
ので、担当者において過去の文題を保管する必要性はないと主張しており、このような実 
施機関の主張は特段不自然、不合理とはいえない。 

 
 ５ 異議申立人のその他の主張について 
   異議申立人は、本件処分１に対する本件異議申立てにおいて、職員採用候補者試験に係

る問題等を県独自に作成し公表すべきであると主張しているが、当審査会はその適否を審

議する立場にはなく、本件処分１に係る判断を左右するものではない。 
 
６ まとめ 

   以上の理由により、第１に掲げる審査会の結論のとおり判断する。 
 
第６ 審査の処理経過 
   当審査会の処理経過は、別表のとおりである。 
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＜別表＞ 
 

審  査  会  の  処  理  経  過 
 

年  月  日 処  理  内  容 
平成 22年６月 15日 ○諮問を受けた。（諮問案件第１５８号） 

○諮問を受けた。（諮問案件第１５９号） 

平成 22年 11月９日 ○実施機関（人事委員会事務局総務課）から理由説明書を受理した。 

平成 22年 12月８日 

 

○異議申立人から意見書を受理した。 

平成 22年 12月 16日 

（第 206回審査会） 

○事案の審議を行った。 

 

平成 23年１月 16日 

（第 207回審査会） 

○事案の審議を行った。 

 

平成 23年１月 28日 

（第 208回審査会） 

○事案の審議を行った。 

平成 23年２月 14日 

（第 209回審査会） 

○実施機関職員から意見聴取を行った。 

平成 23年３月９日 

（第 210回審査会） 

○事案の審議を行った。 

平成 23年３月 25日 

（第 211回審査会） 

○事案の審議を行った。 
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